
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
一端が開口した加熱管を開口端が下部になるよう縦置きにして備えられた加熱部内におい
て測定試料中の水分を加熱により気化させ、キャリアガスと共に携行し、この気化水分の
みを補集し検知することで測定試料中の水分量を測定する水分計用の試料計量搬送装置で
あって、測定試料の質量測定手段と測定試料の搬送手段とを備え、
前記測定試料の質量測定手段は、サンプルケースを備えた測定試料挿入計量部と電子天秤
部とを有し、前記サンプルケースは、上下運動及び加熱管下部への横移動可能に設けられ
下降することによって前記電子天秤部の測定試料計量部と接触し、試料の質量を計量可能
にするよう構成され、
前記測定試料の搬送手段は、前記サンプルケースと、前記サンプルケースの上部に設けら
れたサンプルケース蓋と、前記加熱管の下部開口端に配された加熱管蓋とが横方向に連動
するよう構成され、非測定時には加熱管を加熱管蓋により密閉し、測定時には加熱管の下
部へ搬送されたサンプルケース内のサンプル皿により加熱管が密閉可能となるようにした
水分計用試料計量搬送装置。
【請求項２】
前記測定試料の搬送手段は、測定開始時には、サンプルケースの加熱部方向への移動によ
って、サンプルケース蓋が開かれるとともに、加熱管を密閉する加熱管蓋の密閉状態の解
除及び加熱管の下部開口端の開放が加熱管内部加圧下で行われ、且つサンプルケース内の
サンプル皿が突き上げられ加熱管の下部と接合することで加熱管内部が密閉されるよう設
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定され、又、加熱終了後には、サンプル皿が下降しサンプルケース内に格納され、サンプ
ルケースの測定試料挿入計量部への戻り移動によってサンプルケース蓋が閉じられるとと
もに加熱管蓋が加熱管下部へ移動し、加熱管蓋により加熱管下部開口端が密閉されるよう
設定されたことを特徴とする請求項１記載の水分計用試料計量搬送装置。
【請求項３】
変形アームを用いることにより、サンプルケースの上下運動と測定試料の加熱管内への導
入とを同一の動力で行えるよう設定してなることを特徴とする、請求項１記載の水分計用
試料計量搬送装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、水分計用試料計量搬送装置に関する。特に短時間での測定を可能にし且つ外気
湿気の影響を受け難い水分計用の試料計量搬送装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来より、固体又は液体中の水分量を測定する高精度の水分定量法として、カールフィッ
シャー法（ＫＦ法）が広く知られている。ＫＦ法は、ヨウ素、二酸化硫黄、ピリジン、メ
タノールを成分とするカールフィッシャー試薬が水と定量的に反応することを利用するも
のである。しかしながら、ＫＦ法による水分量の測定では、測定対象物によっては各種の
修正が必要になり、正確な水分量を求めるには、相当な熟練を必要としていた。また、測
定においては、特殊な試薬やガラス容器が必要になるという問題もあった。
【０００３】
ＫＦ法の上記問題点を解決するために、加熱乾燥型の水分計が開発されてきた。このよう
な加熱乾燥型の水分計としては、例えば、特開平７－１２６９６号公報に記載されている
もののように、キャリアガスを生成する気体導入部と、この気体導入部からキャリアガス
を導入して被測定物を加熱する加熱部と、この加熱部から導出されるキャリアガスから気
化水分を補集する水分収集部と、前記水分収集部の増加重量を検出する電子天秤ユニット
とを備えているようなものが挙げられる。そして、このような水分計は、被測定物を加熱
して、被測定物中の水分を気化させ、この気化させた水分を補集、計量することで被測定
物の水分量を測定するという作用を有することができるものであり、被測定物を加熱部へ
移動させるには特開平７－１２７００号公報に記載されるようなラック及びピニオンによ
る磁力式の搬送装置が採用されていた。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
ところが、従来の搬送装置は、加熱管内の測定試料を非加熱部から測定部に移動させるに
すぎず、測定試料の質量の計量及び加熱管内への測定試料の挿入は測定者によらなければ
ならなかった。このため、測定試料が外気に触れる時間にばらつきがあり、また、加熱管
内へ試料を挿入させるためには、横置きの加熱管の蓋を開ける必要があり、加熱管内部へ
の外気の流入を避けることができないという問題があった。
更に、加熱管の蓋は、良好な密閉性を達成するために容易に開閉を行なうことができない
ような構造にせざるを得ず、その操作性に問題を有しており、且つ搬送装置の駆動部は直
接加熱部へ挿入されるためその部材には耐熱性が要求され、吸水、熱変形、加熱によるガ
スの発生等が生じないような部品を用いざるを得ないという構造上の制限も課せられてい
た。
【０００５】
そしてまた、磁力式の搬送装置においては、その周りの金属を磁化させてしまうので、搬
送装置周辺の環境に十分注意しなければならなかった。すなわち、磁石に影響を及ぼす試
料（磁石に引き付けられる成分を含む試料等）を測定する場合には、測定試料がサンプル
皿から取れ難かったり、こぼれた試料が加熱管内で磁石に引き付けられ、メンテナンスが
困難になる場合があった。また、ディスク（ＦＤ）等は磁石によりデータが破壊されるた
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め、機器周辺での使用には極めて注意しなければならなかった。
一方、磁石の磁力自身も温度に依存するため、長期使用に伴い交換が必要となり、交換不
要とするには必要以上に強力な磁力の磁石を使用しなければならないという不都合もあっ
た。
【０００６】
そこで、本発明は、試料中の水分量の測定を、試料の種類に制限されることなく一定時間
において簡便に行なうことができ、且つ外部湿気等の外部環境の影響による誤差が生じに
くく安定した測定値を得ることができる、水分計用の試料計量搬送装置の提供を目的とす
る。
【０００７】
【発明を解決するための手段】
上記の目的を達成するために、本発明は、一端が開口した加熱管を開口端が下部になるよ
う縦置きにして備えられた加熱部内において測定試料中の水分を加熱により気化させ、キ
ャリアガスと共に携行し、この気化水分のみを補集し検知することで測定試料中の水分量
を測定する水分計用の試料計量搬送装置であって、測定試料の質量測定手段と測定試料の
搬送手段とを備え、
前記測定試料の質量測定手段は、サンプルケースを備えた測定試料挿入計量部と電子天秤
部とを有し、前記サンプルケースは、上下運動及び加熱管下部への横移動可能に設けられ
下降することによって前記電子天秤部の測定試料計量部と接触し、試料の質量を計量可能
にするよう構成され、
前記測定試料の搬送手段は、前記サンプルケースと、前記サンプルケースの上部に設けら
れたサンプルケース蓋と、前記加熱管の下部開口端に配された加熱管蓋とが横方向に連動
するよう構成され、非測定時には加熱管を加熱管蓋により密閉し、測定時には加熱管の下
部へ搬送されたサンプルケース内のサンプル皿により加熱管が密閉可能となるようにした
ものである。（請求項１）
【０００８】
また、前記測定試料の搬送手段は、測定開始時には、サンプルケースの加熱部方向への移
動によって、サンプルケース蓋が開かれるとともに、加熱管を密閉する加熱管蓋の密閉状
態の解除及び加熱管の下部開口端の開放が加熱管内部加圧下で行われ、且つサンプルケー
ス内のサンプル皿が突き上げられ加熱管の下部と接合することで加熱管内部が密閉される
よう設定され、又、加熱終了後には、サンプル皿が下降しサンプルケース内に格納され、
サンプルケースの測定試料挿入計量部への戻り移動によってサンプルケース蓋が閉じられ
るとともに加熱管蓋が加熱管下部へ移動し、加熱管蓋により加熱管下部開口端が密閉され
るよう設定されることが好ましい。（請求項２）
更に、本発明においては、変形アームを用いることにより、サンプルケースの上下運動と
測定試料の加熱管内への導入とを同一の動力で行えるよう設定できる。（請求項３）
【０００９】
【発明の実施の形態】
そして、本発明の水分計用試料計量搬送装置は、測定試料の質量測定手段と測定試料の搬
送手段とを備えることによって、測定試料の計量及び該試料の加熱管内部への挿入を自動
的に且つ一定時間で行なうことができるので、外気湿気等の外部環境の影響を受け難い状
態で水分量の測定ができ、誤差を生じることなく安定した測定値を得ることが可能となる
。
また、本発明においては、試料計量搬送装置の測定試料搬送手段は、非測定時には加熱管
蓋により、また測定時にはサンプル皿により加熱管内部を密閉できるよう構成されており
、更に測定試料挿入時においても加熱管内部を加圧状態としているので、加熱管内部への
外気の流入を常に防止することができ、測定試料中の気化水分のみを正確に測定すること
が可能となる。
【００１０】
さらに、本発明においては、測定の際に加熱管蓋の開閉作業を必要とせず、試料の質量の
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計量から加熱管への搬送を同一の動力で行なうため、作業が簡略化される。
なお、本発明においては、磁力式の搬送装置を採用しないため、前述したような、搬送装
置周辺を磁化から防止するための対策等は必要なく、また、磁石に影響を及ぼす試料（磁
石に引き付けられる成分を含む試料等）等についても、何ら制限なく測定可能となる。ま
た、駆動部も直接加熱部へ挿入されることもないため、使用する部材に耐熱性等の制限が
課せられることもない。
【００１１】
【実施例】
以下、図面に示した実施例に基づいて本発明を詳細に説明する。
図１は、本発明に係る水分計用試料計量搬送装置の一実施例であって、本発明の試料計量
搬送装置が適用される水分計における流体系の径路及び機能ブロック図である。この図に
おいて、１はキャリアガスをコントロールするコントロール部、２はコントロールされた
キャリアガスを２方向に分ける分岐部、３は分岐部２からのキャリアガスを導入して測定
試料を加熱乾燥する加熱部、４は加熱部３から流出する加熱により発生する気化水分及び
ガスを携行するキャリアガスのうち気化水分以外のガスを除去するフィルター部、５はフ
ィルター部４から流出した気化水分を携行するキャリアガスから気化水分のみを吸着する
水分吸着部、６は電子天秤部であり、必要によりコントロール部１の前段のキャリアガス
中の水分を乾燥させるドライユニット１ｃを備える。前記電子天秤部６の計量アーム６ａ
には水分質量検知部６ｃと測定試料計量部６ｂとが設けられ、気化水分の質量だけでなく
測定試料自体の質量をも測定できるようになっている。又、キャリアガス等が流れるチュ
ーブはテフロン製であることが好ましい。
【００１２】
そして、コントロール部１は、窒素もしくはヘリウム等の不活性ガス又は空気を乾燥した
ドライエアーからなるキャリアガスの流量を調整するニードルバルブ１ａと、加熱部へ送
り出されるキャリアガスの流量を検知するフローセンサー１ｂとから構成されている。な
お、空気を乾燥させたドライエアーをキャリアガスとして用いる場合には、ドライユニッ
ト１ｃがニードルバルブ１ａの前段に設けられる。
【００１３】
なお、分岐部２は、本発明の電子天秤が適用される水分計において必ずしも必要ではない
が、測定試料表面に正確にキャリアガスを送り込み、気化水分等を完全に水分吸着部５へ
と携行するためには、キャリアガスを少なくとも２方向、好ましくは２方向又は３方向に
分岐し加熱部３へ導入することが好ましい。
【００１４】
図２は、測定試料自動搬送部７、測定試料挿入計量部８及び加熱部３の断面図であり、図
３及び図４は、それぞれ測定試料挿入計量部８のみを示した正面及び側面概略図である。
この図２乃至図４において、測定試料挿入計量部８は、測定試料を載置するサンプル皿３
ｈが挿入されるサンプルケース８ａと、サンプルケース８ａの蓋８ｂと、サンプルケース
８ａを乗せるスライドテーブル８ｃと、スライドテーブル８ｃを左右からガイドするガイ
ド８ｄと、ガイド８ｄを取付ける台８ｅと、台８ｅのベース８ｆとを有している。そして
、台８ｅとベース８ｆとの間には、電子天秤６の計量アーム６ａに備えられた測定試料計
量部６ｂが設けられており、測定試料計量部６ｂから天秤シャフト６ｅが複数出ている。
【００１５】
また、ベース８ｆには、ベースを上下させるためのアーム８ｇの作用点シャフト８ｈが左
右にあり、アーム８ｇは支点ブラケット８ｉに保持されている支点８ｊを中心に回転運動
をする。
すなわち、アーム８ｇの一方の端は円盤３ｐの下部に接しており、円盤３ｐがスクリュー
３ｑの回転により上下することで、アーム８ｇは支点８ｊを中心に回転運動を行うことが
できるようになる。一方、アーム８ｇの他方の端部には作用点シャフト８ｈがスライドす
るように溝８ｋが設けられており、これによってアーム８ｇが上下運動をする場合には、
スライドテーブル８ｃ上のサンプルケース８ａがスライドシャフト８ｍによって上下運動
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をすることができる。又、スライドシャフト８ｍによって上下する場合の回転止めとして
回転止めシャフト８ｎがある。
【００１６】
測定試料の質量を測定する際には、まず、モーターＹによりスイッチＥの位置においてス
ライドテーブル８ｃを自動的に器外へ移動させ、この状態でサンプルケース８ａの蓋８ｂ
を開け、サンプル皿３ｈをケースの中に入れ、蓋８ｂを閉める。次に、測定スイッチを押
すとモーターＹによりスライドテーブル８ｃが機械内部スイッチＦまで搬送されてモータ
ーＩによりスイッチＧの位置まで下降する。
なお、図４及び５に示されるようにスライドテーブル８ｃとサンプルケース８ａには、天
秤シャフト６ｅが貫通できサンプル皿３ｈの底面と接することができるよう穴が空いてい
る。そして、前述のように、スクリュー３ｑの回転により円盤３ｐが上昇するとベース８
ｆが下降し、それに伴いスライドテーブル８ｃ上のサンプルケース８ａがスイッチＧの位
置まで下降するので、天秤シャフト６ｅはスライドテーブル８ｃとサンプルケース８ａに
設けられた穴を貫通しサンプル皿３ｈの底面と接することができ、その結果、測定試料計
量部６ｂによってサンプル皿３ｈの質量を検知し測定することができる。
サンプル皿３ｈの質量を測定後、スイッチＥの位置までスライドテーブル８ｃは上昇し、
スイッチＥの位置に到達した後、モーターＹによりスライドテーブル８ｃは自動的に器外
へ移動する。
【００１７】
次に、この状態でサンプルケース８ａの蓋８ｂを開け、測定試料をサンプル皿３ｈの中に
入れ、蓋８ｂを閉める。そして、測定スイッチを押すとモーターＹによりスライドテーブ
ル８ｃは器内に搬送されスイッチＦの位置で止まり、モーターＩによりスイッチＧまで下
降する。そして、先に述べた機構と同様の機構によって、測定試料計量部６ｂにより測定
試料が載置されたサンプル皿３ｈの質量を検知し測定することができる。
このような操作を行ない、測定試料の載置前後におけるサンプル皿３ｈの質量差を求める
ことによって、測定試料自体の質量が求められる。
【００１８】
一方、サンプルケース８ａをサンプル皿３ｈと共に加熱管３ａの下部へ移動させるには、
図６乃至図９に示すような構成が採られている。すなわち、まず図６に示すように、サン
プルケース８ａの前方下部には２つの穴７ａが空いており、ベース８ｆが下降すると移動
シャフト７ｂが穴７ａに嵌まるため、移動シャフト７ｂの移動に伴ってサンプルケース８
ａも移動できるようになる。ここで、移動シャフト７ｂは移動ブラケット７ｃに固定され
ており、移動ブラケット７ｃは移動ブロック７ｄに固定されているので、移動ブロック７
ｄはねじ７ｅの回転により左右に動くことが出来るよう構成されている。
よって、穴７ａに移動シャフト７ｂが嵌まった後、移動ブロック７ｄの移動によって移動
シャフト７ｂが移動すると、サンプルケース８ａもそれに伴って移動し、図７に示すよう
に加熱管３ａの下部へ搬送されることとなる。
【００１９】
一方、移動ブラケット７ｃには、カラー７ｆが２つ付いており、カラー７ｆの穴７ｇに加
熱部蓋３ｆのシャフト７ｈが嵌まっているため、移動ブロック７ｄの移動により移動ブラ
ケット７ｃが移動した場合には、それに伴って加熱管蓋３ｈも移動する。ここで、加熱部
蓋３ｆには、４つの回転体７ｉがセットされており、回転体７ｉはレール７ｊ上に乗って
いる。具体的にレール７ｊは、図８に示されるような構造となっており、加熱部蓋３ｆが
左右に移動すると、単に横方向だけでなく上下方向にも移動ができるよう設計されている
。そして、レール７ｊが図６に示されるよう設計されていることにより、加熱部蓋３ｆは
、非測定時には加熱管３ａ下部のシール材３ｄと接合して加熱管を密着でき、測定時には
一旦下降してシール材３ｄと非密着状態となった後に横方向に移動することができる。
【００２０】
上記構成によって測定試料中の水分量を測定する際には、まず、スイッチＪまでスライド
テーブル８ｃを上昇させねじ７ｅを回転させることによって、図７のようにスイッチＫま
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でサンプルケース８ａを横移動させる。また、ねじ７ｅを回転させ移動ブロック７ｄを左
方向に移動させると、加熱部蓋３ｆも前述のように加熱管の密閉状態を解除した後に左に
移動することとなる。なお、蓋８ｂは図６の（Ｂ）に示されるように上部に２つの穴が空
いており、サンプルケース８ａが左への横移動すると、図７に示すように、この２つ穴に
はホールドピン７ｋが挿入するようになるため、結果として、蓋８ｂだけがホールドされ
、サンプルケース８ａのみが加熱部３へと移動する。
【００２１】
続いて、図９に示すように、このサンプルケース８ａがスイッチＫの位置まで搬送される
と、加熱管３ａの下に設けられた円盤３ｐがスクリュー３ｑの回転によりスイッチＬまで
上昇してくる。そして、サンプルケース８ａの中のサンプル皿３ｈは、円盤３ｐに取付け
てある複数のシャフト３ｊの突き上げにより加熱管３ａの下部開口端より挿入され、下部
のシール材３ｄと接合し図９に示すような状態で加熱管を密閉する。
なお、突き上げ用のシャフト３ｊは、ねじ３ｏによって円盤３ｐに取付けられており、円
盤３ｐはスクリュー３ｑの回転により上下できるような構造となっている。シャフト３ｊ
は、ベースシャフト３ｋと、ベースシャフト３ｋの内部をスライドするシャフト軸３ｍと
、ばね３ｎで構成されている。このシャフト３ｊはばね３ｎを有することにより、突き上
げ位置の停止精度がばらついていても密閉に必要な荷重がサンプル皿にかかるように設定
することができ、また、突き上げ圧力を大きくしたい場合には、ねじ３ｏのねじ長さを変
更することで簡単に圧力を変更することが出来る。
【００２２】
また、内外圧力差により外気の進入を遮断し、外気湿気の影響を全く受けることなく測定
試料の挿入を可能にするため、加熱管３ａを常時ヒーターにより加熱し、且つキャリアガ
スを上に常時流入しながらサンプル皿３ｈを挿入することが好ましい。サンプル皿３ｈの
挿入完了後、測定試料の加熱が速やかに開始され、測定試料中の水分及びガス等が気化す
る。測定試料の加熱が完了した後は、上記と逆の操作が行われ、再び加熱管蓋３ｆにより
、加熱管３ａは密閉される。
【００２３】
なお、加熱により、気化した測定試料中の水分及びガスは、キャリアガスに携行され、フ
ィルター部４に導入される。そして、このフィルター部４において、キャリアガスに携行
される水分以外のガスは、本体４ｃに充填された活性炭４ｄにより吸着され、気化した水
分のみがキャリアガスに携行され水分吸着部５に導入される。この気化水分量は、次に、
水分吸着部５中の吸着剤５ｃにより吸着され、かかる際における吸着剤５ｃの増加質量を
電子天秤部６によって検知することで、測定試料中の水分量が求められる。
【００２４】
図１０は、加熱部３及びフィルター部４のホルダー４ａの断面図である。この図において
、加熱部３は、縦置きにされた中空筒状の加熱管３ａを備え、その上部には、２方向のキ
ャリアガス導入口３ｂ及び前記フィルター部４と連絡するキャリアガス流出口３ｃが設け
られている。なお、キャリアガス導入口３ｂは、必ずしも２方向とする必要はなく１方向
でも良いが、前述のように分岐部２によりキャリアガスが分岐された場合には、分岐数に
応じて導入口が設けられることになる。また、加熱管３ａの下部にはシール材３ｄが加熱
管の底断面３ｅに沿って取付けられている。ここで、シール材３ｄの材料としては、耐熱
性で且つ水分を吸収しない材料であれば特に制限はないが、優れた耐熱性及び密着性を有
し且つ水分の吸収がないという点でフッ素系のゴムであることが好ましい。
更に、非測定時においては、加熱管３ａの底は加熱管蓋３ｆで密閉されている。加熱管蓋
３ｆには、円周上に突起３ｇが設けられており、接合時には突起３ｇがシール材３ｄを突
き上げることにより、加熱管を密閉することが可能となる。
一方、測定時においては、加熱管３ａの底にはサンプル皿３ｈが設置され、サンプル皿３
ｈのフランジ部３ｉがシール材３ｄを突き上げることにより、非測定時同時に加熱管を密
閉することが可能となる。
【００２５】
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図１１は、フィルター部４の断面図である。この図において、フィルター４は、ホルダー
４ａと挿入部４ｂとフィルター本体４ｃとフィルター本体４ｃに充填された活性炭４ｄと
を有している。フィルター本体４ｃには、挿入部４ｂと連通する穴４ｅが空いており、フ
ィルター本体４ｃの底にはメッシュ板４ｆが設置されている。ホルダー４ａの外周にはヒ
ーター４ｑが蒸着されている。ホルダー４ａ及びヒーター４ｑの材質は、フィルターの汚
れ等の確認を容易にするという点よりガラス製であることが好ましい。なお、高精度の測
定を可能とするためには、活性炭を毎日交換することが望ましい。
ホルダー４ａの上部には蓋４ｇがあり、蓋４ｇの上部にはキャリアガスを通すためのチュ
ーブ継ぎ手４ｏ及びチューブ４ｐが設けられている。なお、ホルダー４ａと蓋４ｇとの取
付けによるフィルター本体４ｃの固定は、図１２に示すようにホルダー４ａ上部にある突
起４ｈと蓋４ｇの側面に設けられたリード溝４ｉとを噛合わすことにより行われる。この
ような固定方法を採用するため、フィルター本体４ｃの交換を非常に簡単に行うことが出
来、また交換時における蓋４ｇ取り外しの際、チューブ４ｐがねじられることもないので
チューブ４ｐ表面のねじれによる亀裂等による痛みもなく、チューブ４ｐを蓋４ｇに取付
けたままで、蓋４ｇをホルダー４ａから取り外すことが可能となり、作業性が大幅に改善
される。
蓋４ｇの裏側にはＯ－リング４ｊを取付けるための溝４ｋがある。フィルター本体４ｃの
上部はフランジ形状になっておりこのフランジ部４ｎと蓋４ｇの裏の溝４ｋに取り付ける
Ｏ－リング４ｊが密着する。フィルター本体４ｃの上部にはフランジ部４ｎと蓋４ｇの隙
間にはメッシュ板４ｍがある。
【００２６】
図１３は、水分吸着部５の断面図である。この水分吸着部５は、キャリアガス導入用チュ
ーブ５ａが接続される台５ｂと、気化水分を吸着する吸着剤５ｃが充填されるセル本体５
ｄとを有している。台５ｂには、チューブ５ａ装着用のコネクタ部５ｅと、孔部５ｆと、
円錐状突起部５ｇとが設けられ、突起部５ｇがセル本体５ｄに嵌められる。また、突起部
５ｇを備える台５ｂは、電子天秤部６における天秤アーム６ａに取付けられている。セル
本体５ｄには、突起部５ｇと嵌合するための凹み５ｈがあり台５ｂに取付けられる。更に
、セル本体５ｄには、テフロン製の円盤５ｉが取付けられており、テフロン製の円盤５ｉ
には、キャリアガスがセル本体５ｄに流入できるように穴が空いている。
【００２７】
セル本体５ｄの上部には、キャップ５ｊが装着されている。キャップ５ｊには、水平方向
に対称に配置された複数の排出口５ｋが設けられており、本体上部凹み部５ｍに設けられ
た排出口５ｏと連通するよう構成されている。なお、排出口５ｏはキャリアガス導入チュ
ーブ５ａと垂直方向となるように取付けられることが好ましい。キャップ５ｊとセル本体
５ｄとの取付けは、本体上部凹み部５ｍとキャップ５ｊの下部の円錐状の突起部５ｎとが
嵌合することによって行われ、キャップ５ｊの排出口５ｋと本体上部凹み部５ｍの排出口
５ｏとの連通を、キャップ５ｊを９０度回転させることで切り替えることができるので、
容易にキャリアガスの流出及び外気の遮断を行うことができる。
【００２８】
このように、セル本体５ｄと台５ｂもしくはキャップ５ｊとの取付けが、円錐状の凹凸の
みの嵌合だけで可能となり、又チューブ５ａは台５ｂに取付けてあるため、セル本体交換
時等に、電子天秤部６に大きな外力を与えることがなく、電子天秤の破損等を防ぐことが
出来る。また、セル本体５ｄ及び吸着剤５ｃの材質としては特に制限はないが、吸着剤の
交換時期の判断を容易にするため、セル本体５ｄはガラス製であることが望ましく、また
吸着剤５ｃは水分補集量によって色が変化するような性質を有するものが好ましい。かか
る吸着剤５ｃの中でもモレキュラーシーブがより好ましく、最も好ましいものとしてはモ
レキュラーシーブ３Ａが挙げられる。またここで、台５ｂ及びキャップ５ｊの突起部５ｇ
及び５ｎの材質は、取り外しの容易性及び密着性の点でテフロン製であることが好ましい
。
【００２９】
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【発明の効果】
以上説明したように、本発明の水分計用試料計量搬送装置は、測定試料の質量測定手段と
測定試料の搬送手段とを備えるよう構成されているため、測定試料の計量及び該試料の加
熱管内部への挿入を自動的に且つ一定時間で行なうことができるようになる。このため、
外気湿気等の外部環境の影響を受け難い状態で水分量の測定ができ、誤差を生じることな
く安定した測定値を得ることが可能になるとともに、測定者の行なう作業を極力削減する
ことができ、また、試料自体の質量を測定するための電子天秤等の設備も不要であり、測
定操作の安定性、容易性及び設備の簡略化の点で極めて顕著な効果が達成される。
【００３０】
また、本発明においては、試料計量運搬装置の測定試料搬送手段は、非測定時には加熱管
蓋により、また測定時にはサンプル皿により加熱管内部を密閉できるよう構成されており
、更に測定試料挿入時においても加熱管内部を加圧状態としているので、測定時及び非測
定時はもちろんのこと加熱管内部への試料挿入時においても外気の流入を遮断することが
できるようになる。すなわち、本発明の試料計量運搬装置を用いることで、測定の際に加
熱管蓋の開閉作業が不要となり、常時加熱管内部は外気から遮断されているので、測定試
料中の気化水分のみを正確に測定することが可能となり、きわめて高精度の気化水分量の
測定が可能となる。
【００３１】
さらに、本発明においては、磁力式の搬送装置を採用しないため、前述したような、搬送
装置周辺を磁化から防止するための対策等は必要なく、また、磁石に影響を及ぼす試料（
磁石に引き付けられる成分を含む試料等）等についても、何ら制限なく自由に測定するこ
とができ、測定試料の範囲が広がるとともに、測定の際の作業性も大幅に改善されること
になる。また、駆動部も直接加熱部へ挿入されることもないため、使用する部材に耐熱性
等の制限が課せられることもなく、用途に応じ自由に部材を選択できるようになる。
【図面の簡単な説明】
【図１】水分計の流体系の経路及びブロック図である。
【図２】測定試料自動搬送部及び測定試料挿入計量部の実施例を示す断面図である。
【図３】測定試料挿入計量部の実施例を示す正面概略図である。
【図４】測定試料挿入計量部の実施例を示す側面該略図である。
【図５】本発明のサンプルケース及びスライドテーブルの実施例を示す平面図である。
【図６】測定試料自動搬送部の実施例を示す断面図である（非測定時）。
【図７】測定試料自動搬送部の実施例を示す断面図である（測定試料搬送時）。
【図８】本発明の加熱管蓋の移動状態を示す側面該略図である。
【図９】測定試料自動搬送部の実施例を示す断面図である（測定時）。
【図１０】加熱部の実施例を示す断面図である。
【図１１】フィルター部の実施例を示す断面図である。
【図１２】本発明のフィルター本体の交換方法の説明図である。
【図１３】水分吸着部の実施例を示す断面図である。
【符号の説明】
１　コントロール部
２　分岐部
３　加熱部
４　フィルター
５　水分吸着部
６　電子天秤部
７　測定試料自動搬送部
７ｂ　移動シャフト
７ｄ　移動ブロック
７ｅ　ねじ
７ｉ　回転体
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７ｊ　レール
８　測定試料挿入計量部
８ａ　サンプルケース
８ｂ　蓋
８ｃ　スライドテーブル
８ｆ　ベース

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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